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１．自動車産業について｜日本経済を支える自動車産業

⚫ 自動車産業は、日本の経済・雇用を支えてきた「屋台骨」。

（出典）自工会「日本の自動車工業2022」を基に作成
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日本の主要商品別輸出額（2021年） 自動車関連産業の規模

総計 割合

出荷 約60兆円 製造業の約2割

雇用 約550万人 全産業の約1割

設備投資 約1.2兆円 製造業の約2割

研究開発 約3.7兆円 製造業の約3割

83兆円

自動車
15兆円
18.1%

2

注）出荷は2019年、雇用は2021年、その他は2020年度データ
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１．自動車産業について｜参考：中国地域の工業（製造品出荷額等構成比）

⚫ 中国地域の主要な経済指標のウェイトは全国の約5～8％。

⚫ 2020年の中国地域における製造品出荷額は約23.4兆円であり、「輸送機械」のウェイトが最
も高く、約２割を占めている。
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輸送機械 食料品・たばこ はん用・生産用・業務用機械 化学 鉄鋼 石油・石炭 電子・      電気機械 情報通信 その他

輸送機械 情通電気
石油・
石炭

鉄鋼はん・生・業機械 化学食・たば 電・   その他

製造品出荷額等の比較（全国・各ブロック・中国５県）

＜出典＞「令和3年経済センサス-活動調査」（総務省・経済産業省）より当局にて作成
※従業員４人以上の事業所。秘匿事業所分を除外して算出
※ブロックは経済産業局所管都府県区分による
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１．自動車産業について｜世界の主要市場における自動車販売台数

⚫ 世界の主要市場の自動車販売台数をみると、市場規模が大きいのは中国（約2,600万台）、
北米（約1,800万台）、欧州（約1,500万台） 。

⚫ 我が国市場は、約450万台。ASEAN・インドを合わせたアジア市場は約1,100万台。
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※2021年のデータ。マークラインズで取得可能な国のみ集計している点に留意。中国は香港含む。販売台数はマークラインズ、輸出台数は自工会データベースのデータ。
（出典）マークラインズ、自工会データベース

■日本からの輸出
（※日本市場は日系メー

カーの国内販売）

■現地生産・

日本以外からの輸出

■海外メーカーの販売

日系メーカー
の販売

世界自動車販売台数
約8,040万台(2021年)

北米（1,827万台）

38%

中国（2,625万台）

17%

7%
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１．自動車産業について｜2050年カーボンニュートラルと自動車

⚫ 我が国を含めた各国・各地域は、2050年までのカーボンニュートラルを目指すことを表明。

⚫ 我が国における二酸化炭素排出量のうち17.7％を運輸部門、とりわけ、15.5%を自動車分
野が占めており、脱炭素化に向けた早急な対応が必要。

5
＜国内＞国交省HP 「運輸部門における二酸化炭素排出量」
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment_tk_000007.html

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment_tk_000007.html
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１．自動車産業について｜自動車分野のCNに向けた方向性

⚫ 原材料の採取から製造、使用、廃棄に至るライフサイクル全体を通じた環境負荷について評価(ラ
イフサイクルアセスメント：LCA)する動きがグローバルで加速。2050年には、ライフサイクル全体
でのカーボンニュートラルを目指す＝走行時のCO₂だけでなく、生産・廃棄段階のCO₂もゼロに。

6

製品のライフサイクル全体の
エネルギー消費／CO2排出量

燃料のライフサイクル全体
(Well to Wheel）

エネルギー消費／CO2排出量

◆自動車のLCAの概念

（出典）経済産業省「トランジション・ファイナンス」に関する 自動車分野における技術ロードマップ（2023年3月）
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１．自動車産業について｜自動車の生産工程における脱炭素化の必要性

⚫ 自動車の製造工程では、塗装工程を中心に各フェーズで多量のCO2を排出。

⚫ 工場内における省エネ対策の強化や、工場内で使用する電力のグリーン化などを通じ、製造工
程の脱炭素化を図っていくことが不可欠。

7

１）車両工場の工程概要

（出典）日本自動車工業会「自動車製造業における地球温暖化対策の取組」(2022/2)



１．自動車産業について｜グリーン成長戦略（自動車・蓄電池産業）概要 （2021年6月改定）

88
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１．自動車産業について｜電動車のタイプ

⚫ 電動車にはそれぞれの強みと課題あり。特定の技術に限定することなく、多様な選択を追求してい
くことで、日本の強みや産業基盤を活かし、また、技術間のイノベーション競争を促進。

9

✓ 電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車（PHEV）

✓ 燃料電池自動車（FCV）＝ 商用車を中心に

✓ 燃料のカーボンニュートラル化（合成燃料（e-fuel）の活用）

次世代自動車のマッピング
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１．自動車産業について｜各国電動化目標

10（出典）公表情報を元に経済産業省作成
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１．自動車産業について｜主要国・地域におけるBEV比率の推移

⚫ 2022年のBEVの世界の販売台数は約770万台。特に、中国、欧州で増加。

11

主要国・地域における電気自動車の販売比率の推移

（注） 北米は米国、カナダ、欧州はEU14カ国（ベルギー、ドイツ、フランス、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、デンマーク、アイルランド、ギリシャ、スペイン、ポルトガル、オーストリア、
フィンランド、スウェーデン）、ノルウェー、スイス、英国の計17カ国、米国はSUVを小型トラックで算出しているため、乗用車＋小型トラックの数値。

（出典） マークラインズ、自工会データ
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１．自動車産業について｜国内における次世代自動車の普及状況

（出典）（一社）日本自動車工業会「日本の自動車工業2022」

⚫ 国内の新車販売台数（乗用車）に占める次世代自動車の割合は、自動車メーカー各社による
車種展開もあり、毎年増え続けて2021年は約44％になってる。



１．自動車産業について｜CASEの潮流、世界大でのDX・GX投資獲得競争

⚫ 「CASE」（コネクティッド・自動化・サービス・電動化）と呼ばれる、「デジタル化」と「グリーン化」
の大きな潮流。自動車の作り方・使い方が大きく変革していく可能性。

⚫ この大きな変化の下、まさに自動車産業が投資判断を求められているタイミングを捉え、世界各
国が補助金・税制優遇・規制措置により国内サプライチェーンに対する大胆な政策支援を実施。
投資呼び込みの国際競争が激化。

13

○工場立地・研究開発支援：8,000億円

○電池の規制で域内への立地誘導

○電池･材料製造、リサイクル支援：
8,000億円

○EV等購入税額控除（北米最終組立て
要件等）：最大7,500ドル

韓国

EU

諸外国の投資囲い込み

中国

アメリカ

○自動車メーカーによる約9.6兆円超の
投資を税制優遇

○重要部品の技術自立化支援

○電池工場等の立地促進（税制優遇、
自治体による各種支援）

○EV等購入補助金（2020年までに
5,600億円、当初は中国電池優遇）

13
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１．自動車産業について｜自動車部品サプライヤーの構造変化

14

OEM

Tier1
サプライヤー

TierN
サプライヤー

MEGA
サプライヤー

⚫ モジュール単位の開発と生産技術開発
⚫ オンリーワン・ナンバーワン技術の確立
⚫ キーテクノロジーの内製化
⚫ 系列／業種を超えた事業展開

⚫ 部品製造（加工・組立・品質管理）
⚫ 系列／業種を超えた事業展開

⚫ システム単位の開発・解析評価
⚫ グローバル供給体制
⚫ 系列／業種を超えた事業展開

⚫ ソフトウエアの爆発的増大
⚫ 通信・周辺サービスに拡大

自
動
車
部
品
・
シ
ス
テ
ム
系

加
工
・
基
盤
系
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２．自動車産業『ミカタ』プロジェクトについて｜事業概要

⚫ 自動車の電動化の進展に伴い、内燃エンジン車の需要が減少に転じていく中で需要が減少する
自動車部品（エンジン、トランスミッション等）のサプライヤーが電動車部品の製造に挑戦する、
「攻めの業態転換・事業再構築」を支援。

⚫ 令和4年度から、全国各地に支援拠点を設置し、相談受付を開始。サプライヤーの状況に応じて
脱炭素に向けた「見方」を示し、強力な「味方」として経営をサポート。

15
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２．自動車産業『ミカタ』プロジェクトについて｜全国のサプライヤー支援拠点

⚫ 自動車産業集積地域を中心に「地域支援拠点」を設置し、地域密着型で中堅・中小サプライ
ヤーの事業転換・事業再構築に対する伴走支援を実施。

⚫ 地域支援拠点が存在しない地域は、全国数か所に設ける「全国支援拠点」において相談対応・
専門家派遣を行うなど、全国のサプライヤーに対して伴走支援を提供可能な体制を整備。

16

全国支援拠点

➢ 中小企業基盤整備機構の地域本部
北海道本部（北海道）、東北本部（宮城県）
関東本部（東京都）、中部本部（愛知県）
北陸本部（石川県）、近畿本部（大阪府）
中国本部（広島県）、四国本部（香川県）
九州本部（福岡県）、沖縄事務所（沖縄県）

地域支援拠点（14拠点）

➢ 北海道機械工業会（北海道）
➢ いわて産業振興センター (岩手県)
➢ みやぎ産業振興機構（宮城県）
➢ 栃木県産業振興センター（栃木県）

➢ 群馬県産業支援機構 (群馬県)
➢ 神奈川産業振興センター（神奈川県）
➢ 埼玉県産業振興公社 (埼玉県)
➢ 長野県産業振興機構（長野県）

➢ 浜松地域イノベーション推進機構 (静岡県)
➢ 中部産業連盟 (愛知県、岐阜県、三重県)
➢ 京都高度技術研究所 (京都府、滋賀県)
➢ 岡山県産業振興財団 (岡山県)
➢ ひろしま産業振興機構 (広島県)
➢ 福岡県中小企業振興センター

(九州地方全体：北九州産業学術推進機構等と連携)

あ…地域支援拠点カバー地域

あ…全国支援拠点カバー地域

あ…県独自の事業と連携して

支援を提供する地域

自動車産業ミカタプロジェクト 検索

最新情報はこちら！
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２．自動車産業『ミカタ』プロジェクトについて｜中国地域の地域支援拠点の紹介

17

岡山県地域支援拠点
（岡山県産業振興財団）

広島県地域支援拠点
（ひろしま産業振興機構（カーテクノロジー革新センター））

⚫ 窓口設置場所：岡山県産業振興財団
（岡山市北区芳賀5301）

⚫ 開設時間：平日10：00～16:00（土日祝除く）

⚫ 支援対象：岡山県の中堅・中小自動車部品サプライヤー

⚫ 支援コーディネーター：

➢ 坂田コーディネーター（自動車メーカーOB ）
【車体関係の生産技術や品質管理に精通】

➢ 安達コーディネーター（自動車メーカーOB ）
【パワートレイン関係の生産技術や品質管理に精通】

⚫ セミナー・実地研修（予定）：

➢ EV関連部品サプライヤーの最新動向セミナーの開催。

➢ 岡山県と協力関係にある自動車メーカー技術者等
と技術課題や開発アイデアについて意見交換を行う
『技術相談会』の実施。

⚫ お問い合わせ先：
電 話：086-286-9651
メール：jidousya@optic.or.jp
URL ：https://www.optic.or.jp/

⚫ 窓口設置場所：ひろしま産業振興機構
（広島市中区千田町3-7-47）

⚫ 開設時間：8：30～17:15（当センター稼働日）

⚫ 支援対象：広島県の中堅・中小自動車部品サプライヤー

⚫ 支援コーディネーター：

➢ 高森コーディネーター（自動車メーカーOB ）
【代替燃料エンジン技術、車両安全技術領域等に精通】

※その他、技術専門家も複数在籍。

⚫ セミナー・実地研修（予定）：

➢ 地域の自動車部品サプライヤー企業が合同でEVを
調査・研究する『EV研究プロジェクト』を実施。
広島地域に多いファンダメンタル部品を対象に、
「軽量化（強度剛性）」、「振動騒⾳（NVH）」
などの領域についての研究に取り組む。

⚫ お問い合わせ先：
電 話：082-240-7713
メール：ATIC@hiwave.or.jp
URL ：https://www.hiwave.or.jp/atic/

mailto:jidousya@optic.or.jp
https://www.optic.or.jp/
mailto:ATIC@hiwave.or.jp
https://www.hiwave.or.jp/atic/
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２．自動車産業『ミカタ』プロジェクトについて｜サプライヤーの変革ステージ

18
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２．自動車産業『ミカタ』プロジェクトについて｜相談内容

⚫ 支援サプライヤーの企業変革ステージについて約９割が「1-1.問題意識の把握」までとなっており、
自発的な取組推進が課題。

19

【令和４年度支援サプライヤー数（社）】
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３．関連施策について｜事業再構築補助金（グリーン成長枠）

20

「攻めの業態転換・事業再構築」のイメージ 事業再構築補助金「グリーン成長枠」の概要

EVモーターの部品
エンジン部品

モーター部品の加工に
用いられる設備を導入し、

新製品の技術開発

従来 転換 概要

研究開発・技術開発又は人材育成を行いながら、
グリーン分野※1の課題の解決に資する取組を行う
事業者に対する支援
※1 グリーン成長戦略の重点14分野

対象経費
建物費、機械装置・システム構築費、技術導入費、
広告宣伝費・販売促進費、研修費 等

補助上限

（エントリー）
中小（最大）8,000万円（※2）、中堅1億円
※2 従業員数により補助上限が異なります。

（スタンダード）

中小１億円、中堅1.5億円

補助率 中小1/2、中堅1/3

従来 転換

ガソリン車の整備工場 電動車の整備

EVの整備に必要な
設備を導入し、
整備人材も育成

⚫ 自動車の電動化の進展に伴い、内燃エンジン車の需要が減少に転じていく中で、エンジン部品の
サプライヤーが電動車部品の製造に挑戦する、整備・販売事業者が電動車の整備に対応すると
いった「攻めの業態転換・事業再構築」を支援。

⚫ 電動化に向けて研究開発・技術開発や人材育成と併せて行う事業再構築を対象として、事業再
構築補助金の売上減少要件を撤廃、補助上限額を引上げ。

詳細はこちら
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３．関連施策について｜省エネ診断

21

中小企業等の工場・ビル等のエネルギー管理状況の診断を実施し、設備・機器の運用
改善や設備投資の提案を行い、エネルギーコスト削減に協力します。

支 援
内 容

一般社団法人 環境共創イニシアチブ 省エネルギー診断
https://shoeneshindan.jp/guide/

問い合わせ先

中小企業対象者 等

中小企業又は年間エネルギー使用量が1,500kl未満の事業所が対象

エネルギー対策課 082-224-5741

中国経済産業局窓口

下記ページより、登録診断機関を検索してお申し込みください。
https://shoeneshindan.jp/guide/search/

申 込 先受付中

https://shoeneshindan.jp/guide/
https://shoeneshindan.jp/guide/search/
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３．関連施策について｜「やってみよう！中小企業のカーボンニュートラル」

⚫ 中国経済産業局では、中小企業のカーボンニュートラルに向けた目標設定や具体的取組に取りか
かる際の参考していただくため、カーボンニュートラルに向けた具体的なステップと、それぞれの
ステップで必要となるアクション、現時点で活用可能なツールやサービスについて調査し、
「やってみよう！中小企業のカーボンニュートラル」を作成しました。

22
【詳細はこちら】 「やってみよう！中小企業のカーボンニュートラル」を作成しました- 中国経済産業局 (meti.go.jp)

https://www.chugoku.meti.go.jp/topics/shigen/230417.html


３．関連施策について｜事業承継セミナー

⚫ 中小企業整備基盤機構中国本部に中国経済産業局が協力し、事業承継の普及啓発を目的
とした広報事業を実施。令和4年度は、「第三者承継」と「ベンチャー型事業承継」をテーマとして、
中国地方5県の後継（予定）者・事業承継に関心のある支援者を対象にセミナーを開催。

⚫ 中国地域の自動車部品サプライヤーにも、第三者承継を活用する動きが見られている。

実施セミナー一覧

2/6 第三者承継による事業の継続と成長・展開
(株)TATENO 代表取締役 楯野祥之氏

2/7 ベンチャー型事業承継のススメ
（株）マスコス代表取締役 洪昌督氏
（株）原田建設専務取締役 姫田靖彦氏

2/8 第三者承継による事業
の継続と成長・展開
（有）小川商店代表取締役
小川知興氏

2/13 第三者承継による事業の
継続と成長・展開
（株）日本共創プラットフォーム

執行役員／（株）テルミックス
代表取締役 沼田俊介氏

2/10 第三者承継による事業
の継続と成長・展開
Mr.Gleen 代表 松尾昇子氏

（株）やつなみ代表取締役
久保田樹氏

2/14 第三者承継による事業の継続と成長・展開
吉岡機工（株）代表取締役 吉岡伸浩氏

2/24 ベンチャー型事業承継のススメ
（株）伊藤代表取締役 伊藤幸平氏
（株）片岡商店取締役 片岡勧氏 ※各セミナーのトークセッション登壇者の企業名及び氏名を記載

赤字記載は自動車等関連事業者
第三者承継 ベンチャー型事業承継

中国地域における第三者
承継、ベンチャー型事業承
継の事例集はこちらから☞

23
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３．関連施策について｜中国地域価値創造チャレンジ事業

⚫ 本事業では、高度な技術力を持つ中国地域のものづくり中小企業と、斬新なビジネスアイデア
を持ち活躍しているスタートアップ等の新たなパートナーとのオープンイノベーションの実践支援に
取り組み、事業連携を後押し。令和４年度事業においては、３つの協業チームが組成。

24
【詳細はこちら】 中国地域発オープンイノベーションの取組事例をご紹介します ものづくり中小企業×スタートアップ - 中国経済産業局 (meti.go.jp)

ニーズとシーズの
橋渡し・伴走支援

技術シーズ・ニーズの社会実装
業態転換のきっかけ作り等

委託

連携

パートナー

✓ スタートアップ
✓ 大学
✓ 公設試
✓ その他

支援企業
ものづくり中小企業

✓ サポイン企業
✓ 地域未来牽引企業

✓ その他企業

中国経済産業局 支援機関

事務局

【事業概要】 【組成された３つの協業チーム】

① オカネツ工業（株）（農業機械製造、岡山）
×（株）Life Tech Robotics（ロボットの開発・製造）

＝AI搭載の自動走行草刈機の開発

② ダイヤ工業（株）（サポーターの開発・製造・販売、岡山）
×（株）AYUMI BIONICS
（「足腰力測定システム」開発・提供）

＝運動器年齢測定サービスの効率化

③ モルツウェル（株）（介護施設向け食材製造販売、島根）
×（株）LOKOSOL（組織のエンゲージメント経営サービス）

＝「障がい者の気持ち見える化システム」の開発

https://www.chugoku.meti.go.jp/topics/ind_tech/230331.html
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３．関連施策について｜IPランドスケープ支援事業（公募制）

⚫ 中小企業・スタートアップ等を対象に、市場、事業、知財の情報を経営・事業の戦略策定に役
立てる活動（IPランドスケープ）を支援。

⚫ 公募・審査を経て採択された申請者に対し、専門家が市場、事業、知財の情報を組み合わせて
分析し、結果の報告と経営層の意思決定に資する助言を行う。

25
利用者の自己負担は無し

（一例）

検討する事業の市場規模推移

●●用肌着の市場は★★需要により今後も安定した増加が見
込まれており、自社の新たな事業の柱として好適である

市場情報→市場規模の推移

検討する事業のバリューチェーン分析

●●用肌着領域では、素材の調達、加工・・・では自社の既
存の経営資源を活用できるが、◆◆は不足しており外部連携
も含めて選択肢に・・・。

事業情報→バリューチェーン分析 知財情報→自社・他社の技術的な強み比較

市場や事業等の情報

◆市場情報 ◆事業情報 ◆自社内部情報 ◆自社保有の他社情報

知財に関する情報

◆特許・意匠・商標 ◆技術・無形資産（論文・ブランド等）

専門家による分析、報告、助言

「経営」や「事業」に関する具体的な課題を解決するための戦略策定経営層

自社・競合他社の保有特許の分析

親水性と保温性の両立は自社素材独自の特徴であり、
この強みを活かすことができる領域への参入が望まれる。

自社

A社

B社

C社

柔
軟
性

光
沢
感

撥
水
性

伸
縮
性

保
温
性

親
水
性

INPIT知財戦略部営業秘密担当
E-mail：trade-secret@inpit.go.jp
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最後に

26

金融機関様において、お取引先の自動車部品サプライヤー企業様で、電動車部品への挑戦を
検討されている方や、軽量化技術をはじめ電動化による車両の変化に伴う技術適応に係る課題
など抱えておられる方がおられましたら、是非、自動車産業「ミカタ」プロジェクトをご案内ください。

▲自動車産業「ミカタ」プロジェクトの中国地域における支援拠点チラシ


